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Ｂ 遮蔽 

 

 

B-1 道路等の公共空間から堆積物が容易に見えないよう敷地外周部に遮蔽措置を講じ

るよう努める。 

 

 
 

○店舗や住宅が建ち並び、山並みなどの豊かな自

然が感じられる住環境の中で、道路などの公共

空間から見える位置に土石の堆積などが行われ

ると、まちなみの魅力が損なわれるおそれがあ

ります。 

○公共空間から見える位置に堆積などを行う必要

がある場合は、外周部に仮囲いや植栽を設ける

などして、見えにくくするよう工夫しましょう。 

 

 

 
 

 

B-2 遮蔽物は、周囲のまちなみや自然景観との調和に配慮したものとするよう努める。 

 

 
 

○堆積物などを見えにくくするための囲いや植栽

なども、短期間の設置であってもまちなみの一

部となるものです。 

○遮蔽物を設置する場合は、周辺の建築物や堆積

物の量にふさわしい大きさや高さ、自然環境に

なじむ色彩とし、景観を損ねないよう工夫しま

しょう。 

 

 

 

  

基準の解説 

景観形成基準 

基準の解説 

景観形成基準 市街地 暮らし みどり 重点地区 

市街地 暮らし みどり 重点地区 

景観計画 P.51,57 参照 

景観計画 P.51,57 参照 

堆積物の周辺には囲いなどを設け、公共空間
から見えにくくする 

囲いなどの遮蔽物は、植栽を設けるなどして
周辺との調和に配慮する 



 

 

46 

参考資料 

鎌ケ谷市景観条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 景観計画（第４条） 

第３章 景観計画区域内における行為の事前協議等

（第５条・第６条） 

第４章 景観計画区域内における行為の届出等（第７

条―第１２条） 

第５章 景観重要建造物等（第１３条―第１６条） 

第６章 景観重点地区（第１７条） 

第７章 景観まちづくり活動（第１８条―第２０条） 

第８章 鎌ケ谷市景観アドバイザー（第２１条） 

第９章 鎌ケ谷市景観審議会（第２２条） 

第１０章 景観整備機構（第２３条） 

第１１章 雑則（第２４条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１

０号。以下「法」という。）の規定に基づく景観計画の

策定等について必要な事項を定め、本市における良好

な景観の形成を推進するための施策を講ずることによ

り、魅力あふれるまちづくりに寄不することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、特

別の定めのある場合を除くほか、法において使用する

用語の例による。 

（責務） 

第３条 本市は、魅力あふれるまちづくりを推進する

ために、良好な景観の形成に関する総合的な施策を策

定し、及びこれを実施するものとする。 

２ 本市は、前項の規定により施策を策定し、及び実

施しようとするときは、市民及び事業者の意見、要望

等が十分に反映されるよう努めるものとする。 

３ 事業者は、自らの事業活動が良好な景観の形成に

及ぼす影響に配慮し、良好な景観の形成に努めるとと

もに、本市が実施する良好な景観の形成に関する施策

に協力するものとする。 

４ 市民は、自らが良好な景観の形成の主体であるこ

とを認識し、良好な景観の形成に努めるとともに、本

市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力す

るものとする。 

 

第２章 景観計画 

（景観計画の策定等） 

第４条 市長は、良好な景観の形成を総合的かつ計画

的に推進するため、法第８条第１項に規定する景観計

画（以下「景観計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市長は、景観計画を変更しようとするときは、第

２２条に規定する鎌ケ谷市景観審議会の意見を聴くも

のとする。 

３ 市長は、景観計画を定めたときは、これを公表し

なければならない。 

４ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽

微な変更を除く。）について準用する。 

 

第３章 景観計画区域内における行為の事前協議等 

（事前協議） 

第５条 法第１６条第１項の規定による届出をしよう

とする者は、あらかじめ当該届出に係る事項について、

市長と協議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議をしようとする者は、法第

１６条第１項の規定による届出の３０日前までに規則

で定めるところにより、市長に事前協議書を提出しな

ければならない。 

３ 前２項の規定は、法第１６条第２項の規定による

変更の届出をしようとする者について準用する。 

（助言又は指導） 

第６条 市長は、前条に規定する事前協議書の提出が

あったときは、景観計画に定める良好な景観の形成に

関する方針及び基準に基づき必要な助言又は指導をす

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導を行うた

め、第２１条に規定する鎌ケ谷市景観アドバイザーの

意見を聴くことができる。 

３ 第１項に規定する助言又は指導は、規則で定める

期間内に行うものとする。 

 

第４章 景観計画区域内における行為の届出等 

（行為の届出） 

第７条 景観計画区域内において、法第１６条第１項

又は第２項の規定による届出をしようとする者は、規

則で定めるところにより、市長に届け出なければなら

ない。 

２ 法第１６条第１項第４号に掲げる良好な景観の形

成に支障を及ぼすおそれのある行為として条例で定め

る行為は、次に掲げるとおりとする。 
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（１） 木竹の伐採 

（２） 屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第２条第１項に規定する廃棄物をいう。以下同じ。）、

再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律

（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する

再生資源をいう。以下同じ。）その他の物件の堆積 

（届出を要しない行為） 

第８条 法第１６条第７項第１１号に掲げる条例で定

める行為は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第８条第１項の規定により定められた用途地域等の区

分に応じ、別表第１に掲げる行為以外の行為とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１７条第１項に規定

する景観重点地区における法第１６条第７項第１１号

に掲げる条例で定める行為は、別表第２に掲げる行為

以外の行為（建築物の建築等及び工作物の建設等を除

く。）とする。 

（特定届出対象行為） 

第９条 法第１７条第１項に規定する特定届出対象行

為は、法第１６条第１項第１号及び第２号の届出を要

する行為とする。 

（行為の完了等の届出） 

第１０条 法第１６条第１項又は第２項の規定による

届出をした者は、当該届出に係る行為を完了し、又は

中止したときは、規則で定めるところにより、速やか

に、市長に届け出なければならない。 

（勧告及び命令の手続） 

第１１条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧

告又は法第１７条第１項若しくは第５項の規定による

命令を行おうとするときは、緊急を要する場合を除き、

第２２条に規定する鎌ケ谷市景観審議会の意見を聴く

ものとする。 

（公表） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者

について、その者の氏名及び住所（法人にあっては、

名称、所在地及び代表者の氏名）、虚偽の届出をした事

実並びに勧告の内容及びそれに従わない事実又は命令

の内容及び違反の事実を公表することができる。 

（１） 法第１６条第１項又は第２項の規定による

届出をするに当たり虚偽の届出をした者 

（２） 法第１６条第３項の規定による勧告に従わ

ない者 

（３） 法第１７条第１項又は第５項の規定による

命令に従わない者 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするとき

は、鎌ケ谷市行政手続条例（平成９年鎌ケ谷市条例第

１号）に基づく弁明の機会の付不の例により、弁明の

機会を付不するとともに、第２２条に規定する鎌ケ谷

市景観審議会の意見を聴くものとする。 

 

第５章 景観重要建造物等 

（指定の手続き） 

第１３条 市長は、法第１９条第１項又は法第２８条

第１項の規定により景観重要建造物又は景観重要樹木

（以下「景観重要建造物等」という。）の指定をしよう

とするときは、あらかじめ、所有者の同意を得るとと

もに、第２２条に規定する鎌ケ谷市景観審議会の意見

を聴かなければならない。 

２ 市長は、景観重要建造物等を指定したときは、所

有者に通知し、その旨を告示しなければならない。 

３ 前項の規定は、景観重要建造物等の指定の解除に

ついて準用する。 

４ 市長は、景観重要建造物等を指定したときは、規

則で定めるところにより、標識を設置するものとする。 

（滅失等の届出） 

第１４条 景観重要建造物等の所有者は、当該景観重

要建造物等の全部若しくは一部が滅失し、若しくは毀

損し、又は枯死したときは、速やかに市長に届け出な

ければならない。 

（所有者の変更の届出） 

第１５条 景観重要建造物等の所有者の変更があった

ときは、新たな所有者となった者は、遅滞なくその旨

を市長に届け出なければならない。 

（管理方法の基準） 

第１６条 法第２５条第２項の規定による景観重要建

造物の管理の方法の基準は、次のとおりとする。 

（１） 景観重要建造物の修繕は、原則として当該

修繕前の外観を変更することがないようにするこ

と。 

（２） 消火栓及び消火器の設置その他の防災上の

措置を講ずること。 

（３） 景観重要建造物の敷地、構造及び建築設備

の状況を定期的に点検し、規則で定めるところによ

り、その結果を市長に報告すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と

認める方法によること。 

２ 法第３３条第２項の規定による景観重要樹木の管

理の方法の基準は、次のとおりとする。 

（１） 良好な景観の保全のため、枝打ち、せん定

その他必要な管理を講ずること。 

（２） 病害虫を駆除するための措置を講ずること。 

（３） 景観重要樹木の滅失及び枯死を防ぐため、

景観重要樹木を定期的に点検し、規則で定めるとこ

ろにより、その結果を市長に報告すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と

認める方法によること。 

 

第６章 景観重点地区 

（景観重点地区の指定） 

第１７条 市長は、景観計画区域内のうち、特に良好
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な景観の形成を積極的に取り組む地区を景観重点地区

として指定することができる。この場合において、市

長は、景観重点地区における良好な景観の形成に関す

る方針及び良好な景観の形成のための行為の制限に関

する事項を景観計画に定めるものとする。 

２ 市長は、景観重点地区を指定しようとするときは、

当該地区の関係者と協議するとともに、第２２条に規

定する鎌ケ谷市景観審議会の意見を聴かなければなら

ない。 

３ 市長は、景観重点地区を指定したときは、その旨

を告示しなければならない。 

４ 前２項の規定は、景観重点地区の指定の変更及び

解除について準用する。 

 

第７章 景観まちづくり活動 

（景観まちづくり活動団体の認定） 

第１８条 市長は、法第１１条第２項の規定により、

良好な景観の形成の推進を目的に活動する団体で、規

則に定める要件に該当するものを鎌ケ谷市景観まちづ

くり活動団体（以下「景観まちづくり活動団体」とい

う。）として認定することができる。 

２ 景観まちづくり活動団体の認定を受けようとする

団体は、規則で定めるところにより、市長に認定の申

請をしなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により認定した団体が規則

で定める要件に該当しなくなったとき又は景観まちづ

くり活動団体として適当でなくなったと認めるときは、

規則で定めるところによりその認定を取り消すことが

できる。 

（表彰） 

第１９条 市長は、本市の良好な景観の形成に寄不し

ていると認められる建築物、工作物等の所有者等を表

彰することができる。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、本市の良好な

景観の形成に著しく寄不したと認める活動を行った個

人又は団体を表彰することができる。 

３ 市長は、前２項の規定による表彰をしようとする

ときは、第２２条に規定する鎌ケ谷市景観審議会の意

見を聴くものとする。 

（支援） 

第２０条 市長は、本市の良好な景観の形成に資する

活動を行う団体に対し、必要な支援をすることができ

る。 

２ 市長は、景観重要建造物等の保全のために必要が

あると認めるときは、当該景観重要建造物等の所有者

等に対して、必要な支援をすることができる。 

 

第８章 鎌ケ谷市景観アドバイザー 

（景観アドバイザー） 

第２１条 本市の良好な景観の形成を推進するために

必要な情報を収集し、又は専門的な助言を聴くため、

本市に鎌ケ谷市景観アドバイザー（以下「景観アドバ

イザー」という。）を置くことができる。 

２ 前項に定めるもののほか、景観アドバイザーに関

し必要な事項は、規則で定める。 

 

第９章 鎌ケ谷市景観審議会 

（景観審議会） 

第２２条 良好な景観の形成に関する重要な事項を調

査審議するため、本市に鎌ケ谷市景観審議会（以下「景

観審議会」という。）を置く。 

２ 景観審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事

項について調査審議する。 

（１） 法第８条第１項に規定する景観計画の変更

に関すること。 

（２） 法第１６条第３項の規定による勧告に関す

ること。 

（３） 法第１７条第１項又は第５項の規定による

命令に関すること。 

（４） 法第１９条第１項の規定による景観重要建

造物の指定等又は法第２８条第１項の規定による

景観重要樹木の指定等に関すること。 

（５） 法第９２条第１項の規定による景観整備機

構の指定等に関すること。 

（６） 第１２条の規定による公表に関すること。 

（７） 第１７条の規定による景観重点地区の指定

等に関すること。 

（８） 第１９条の規定による表彰に関すること。 

（９） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と

認めること。 

３ 景観審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

４ 景観審議会の委員（以下「委員」という。）の任期

は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた

場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 関係団体の代表者 

（３） 市民 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と

認める者 

６ 前各項に定めるもののほか、景観審議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第１０章 景観整備機構 

（景観整備機構の指定等の手続） 

第２３条 市長は、法第９２条第１項の規定により景

観整備機構の指定をしようとするときは、あらかじめ、

景観審議会の意見を聴くものとする。 

２ 前項の規定は、法第９５条第３項の規定による景

観整備機構の指定の取消しについて準用する。 
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第１１章 雑則 

（委任） 

第２４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３章及び第４章の規定は、平成２７年９月１日

以後に着手する行為のうち、法第１６条第１項及び第

２項の規定による届出を要する行為について適用する。 

（鎌ケ谷市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 鎌ケ谷市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

費用弁償に関する条例（昭和３１年鎌ケ谷市条例第９

号）の一部を次のように改正する。 

別表第１都市計画審議会委員の項の次に次のように加

える。 

景観審議会委員 日額   ６，８００円 

 

別表第１（第８条関係） 

行為 用途地域等 規模 

建 築 物 の 新

築、改築又は

移転 

第一種低層住居専用地域 建築面積が２００平方メートルを超えるもの 

第一種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域、近隣商業地域、

商業地域及び準工業地域 

１ 地盤面からの高さが１３メートルを超えるもの 

２ 建築面積が３００平方メートルを超えるもの 

市街化調整区域 １ 地盤面からの高さが１０メートルを超えるもの 

２ 建築面積が２００平方メートルを超えるもの 

建築物の増築 第一種低層住居専用地域 増築後の建築面積が２００平方メートルを超え、かつ、増築部分

の建築面積が１００平方メートルを超えるもの 

第一種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域、近隣商業地域、

商業地域及び準工業地域 

１ 増築後の地盤面からの高さが１３メートルを超えるもの 

２ 増築後の建築面積が３００平方メートルを超え、かつ、増築

部分の建築面積が１５０平方メートルを超えるもの 

市街化調整区域 １ 増築後の地盤面からの高さが１０メートルを超えるもの 

２ 増築後の建築面積が２００平方メートルを超え、かつ、増築

部分の建築面積が１００平方メートルを超えるもの 

建築物の外観

を変更するこ

ととなる修繕

若しくは模様

替又は色彩の

変更 

第一種低層住居専用地域 建築面積が２００平方メートルを超え、かつ、見付面積（建築物

の各面を正面から見たときに見える面積をいう。以下同じ。）の

２分の１（色彩の変更を伴う場合にあっては、見付面積の２０分

の１）を超えて変更するもの 

第一種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域及び準工業地域 

地盤面からの高さが１３メートル又は建築面積が３００平方メ

ートルを超え、かつ、見付面積の２分の１（色彩の変更を伴う場

合にあっては、見付面積の２０分の１）を超えて変更するもの 

近隣商業地域及び商業地域 地盤面からの高さが１３メートル又は建築面積が３００平方メ

ートルを超え、かつ、見付面積の２分の１（色彩の変更を伴う場

合にあっては、見付面積の１０分の１）を超えて変更するもの 

市街化調整区域 地盤面からの高さが１０メートル又は建築面積が２００平方メ

ートルを超え、かつ、見付面積の２分の１（色彩の変更を伴う場

合にあっては、見付面積の２０分の１）を超えて変更するもの 

工 作 物 の 新

設、改築又は

移転 

第一種低層住居専用地域 

 

１ 鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類する

もので、地盤面からの高さが 

１５メートルを超えるもの 

２ 擁壁その他これに類するもので、地盤面からの高さが２メー

トルを超えるもの 

３ 高架鉄道、こ線橋その他これらに類するもので、地盤面から

の高さが５メートルを超えるもの 

４ 前３項に掲げるもの以外のもので、築造面積が２００平方メ

ートルを超えるもの 
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第一種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域、近隣商業地域、

商業地域及び準工業地域 

１ 鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類する

もので、地盤面からの高さが 

１５メートルを超えるもの 

２ 擁壁その他これに類するもので、地盤面からの高さが２メー

トルを超えるもの 

３ 高架鉄道、こ線橋その他これらに類するもので、地盤面から

の高さが５メートルを超えるもの 

４ 前３項に掲げるもの以外のもので、次に掲げるもの 

（１） 地盤面からの高さが 

１３メートルを超えるもの 

（２） 建築物と一体となって設置されるものであって、工作物

自体の高さが５メートルを超え、かつ、当該工作物の上端までの

地盤面からの高さが１３メートルを超えるもの 

（３） 築造面積が３００平方メートルを超えるもの 

市街化調整区域 １ 鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類する

もので、地盤面からの高さが 

１５メートルを超えるもの 

２ 擁壁その他これに類するもので、地盤面からの高さが２メー

トルを超えるもの 

３ 高架鉄道、こ線橋その他これらに類するもので、地盤面から

の高さが５メートルを超えるもの 

４ 前３項に掲げるもの以外のもので、次に掲げるもの 

（１） 地盤面からの高さが 

１０メートルを超えるもの 

（２） 建築物と一体となって設置されるものであって、工作物

自体の高さが５メートルを超え、かつ、当該工作物の上端までの

地盤面からの高さが１０メートルを超えるもの 

（３） 築造面積が２００平方メートルを超えるもの 

工作物の増築 第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域並びに市

街化調整区域 

増築後の規模が、この表の工作物の新設、改築又は移転の部に定

める規模である工作物 

 

工作物の外観

を変更するこ

ととなる修繕

若しくは模様

替又は色彩の

変更 

第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域並びに市

街化調整区域 

この表の工作物の新設、改築又は移転の部に定める規模である工

作物であって、見付面積の２分の１（色彩の変更を伴う場合にあ

っては、見付面積の２０分の１）を超えて変更するもの 

開発行為 第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域並びに市

街化調整区域 

都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為で、その開発区域

の面積が５００平方メートル以上のもの 

木竹の伐採 第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域並びに市

街化調整区域 

伐採面積が５００平方メートル以上のもの 
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屋外における

土石、廃棄物、

再生資源その

他の物件の堆

積 

第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種

住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業

地域及び準工業地域並びに市

街化調整区域 

次の各号のいずれかに該当し、かつ、６０日以上継続して堆積す

るもの 

（１） 堆積面積が５００平方メートル以上のもの 

（２） 堆積の高さが５メートル以上のもの 

 

別表第２（第８条関係） 

行為 規模 

開発行為 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為で、その開発区域の面積が５０

０平方メートル以上のもの 

木竹の伐採 伐採面積が５００平方メートル以上のもの 

屋外における土石、廃棄物、再

生資源その他の物件の堆積 

次の各号のいずれかに該当し、かつ、６０日以上継続して堆積するもの 

（１） 堆積面積が５００平方メートル以上のもの 

（２） 堆積の高さが５メートル以上のもの 
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鎌ケ谷市景観条例施行規則 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 景観計画（第２条） 

第３章 景観計画区域内における行為の事前協議等

（第３条・第４条） 

第４章 景観計画区域内における行為の届出等（第５

条―第１１条） 

第５章 景観重要建造物等（第１２条―第１９条） 

第６章 景観まちづくり活動（第２０条―第２３条）） 

第７章 鎌ケ谷市景観アドバイザー（第２４条） 

第８章 鎌ケ谷市景観審議会（第２５条） 

第９章 景観整備機構（第２６条―第２９条） 

第１０章 雑則（第３０条・第３１条） 

附則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成１６年法律第１１

０号。以下「法」という。）及び鎌ケ谷市景観条例（平

成２６年鎌ケ谷市条例第２６号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 景観計画 

（景観計画の変更に係る軽微な変更） 

第２条 条例第４条第４項の規則で定める軽微な変更

は、次に掲げる変更以外の変更とする。 

（１） 法第８条第２項第１号から第３号までに掲

げる事項の変更 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要

と認める事項の変更 

 

第３章 景観計画区域内における行為の事前協議等 

（事前協議書及び添付図書） 

第３条 条例第５条第２項の事前協議書は、鎌ケ谷市

景観計画区域内行為事前協議書（別記第１号様式）と

する。 

２ 条例第５条第２項の事前協議書の提出は、鎌ケ谷

市景観計画区域内行為事前協議書に別表に掲げる図書

その他市長が必要と認める書類を添付しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項に規定する図書の添付の必要がない

と認めるときは、これを省略させることができる。 

（助言又は指導） 

第４条 条例第６条第１項の規定による助言又は指導

は、鎌ケ谷市景観計画区域内における行為に対する助

言・指導書（別記第２号様式）によるものとする。 

２ 条例第６条第３項の規則で定める期間は、法第１

６条第１項又は第２項の規定による届出のあった日の

翌日から起算して１５日以内とする。 

 

第４章 景観計画区域内における行為の届出等 

（行為の届出） 

第５条 法第１６条第１項の規定による届出は、鎌ケ

谷市景観計画区域内行為届出書（別記第３号様式）に

より行うものとする。 

２ 法第１６条第２項の規定による届出は、鎌ケ谷市

景観計画区域内行為変更届出書（別記第４号様式）に

より行うものとする。 

３ 前２項の届出は、届出の対象となる行為に着手す

る日の３０日前までに行わなければならない。ただし、

届出の対象となる行為が、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第２９条第１項若しくは第２項の規定

による開発行為の許可の申請又は建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認

の申請を必要とするときは、当該申請を行う日の３０

日前までに行わなければならない。 

（国の機関又は地方公共団体が行う行為の通知） 

第６条 法第１６条第５項の規定による通知は、鎌ケ

谷市景観計画区域内行為通知書（別記第５号様式）に

より行うものとする。 

（行為の完了等の届出） 

第７条 条例第１０条の規定による届出は、鎌ケ谷市

景観計画区域内行為完了（中止）届出書（別記第６号

様式）により行うものとする。 

（勧告） 

第８条 法１６条第３項の規定による勧告は、勧告書

（別記第７号様式）により行うものとする。 

（変更命令及び原状回復等命令） 

第９条 法第１７条第１項の規定による命令は、変更

命令書（別記第８号様式）により行うものとする。 

２ 法第１７条第５項の規定による命令は、原状回復

等命令書（別記第９号様式）により行うものとする。 

（期間の延長） 

第１０条 法第１７条第４項の規定による通知は、期

間延長通知書（別記第１０号様式）により行うものと

する。 

（身分証明書） 

第１１条 法第１７条第８項及び法第２３条第３項に

規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記第１

１号様式）とする。 

 

第５章 景観重要建造物等 
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（所有者の同意） 

第１２条 条例第１３条第１項に規定する所有者の同

意は、鎌ケ谷市景観重要構造物等指定同意書（別記第

１２号様式）によるものとする。 

（指定の通知） 

第１３条 法第２１条第１項及び法第３０条第１項の

規定による通知は、鎌ケ谷市景観重要建造物等指定通

知書（別記第１３号様式）により行うものとする。 

（標識の設置） 

第１４条 条例第１３条第４項に規定する標識（以下

「標識」という。）は、次に掲げる事項を記載するもの

とする。 

（１） 指定番号及び指定の年月日 

（２） 景観重要建造物の名称又は景観重要樹木の

樹種 

２ 標識は、景観重要建造物又は景観重要樹木の良好

な景観を損なわない意匠とするとともに、容易に確認

できる位置に設置するものとする。 

（滅失等の届出） 

第１５条 条例第１４条に規定する滅失等の届出は、

鎌ケ谷市景観重要建造物等滅失等届出書（別記第１４

号様式）により行うものとする。 

（所有者の変更の届出） 

第１６条 条例第１５条に規定する所有者の変更の届

出は、鎌ケ谷市景観重要建造物等所有者変更届出書（別

記第１５号様式）により行うものとする。 

（定期点検の報告） 

第１７条 条例第１６条第１項第３号及び条例第１６

号第２項第３号の規定による点検は、鎌ケ谷市景観重

要建造物等状況点検結果報告書（別記第 

１６号様式）により、年１回以上行わなければならな

い。ただし、市長が適当と認めるときは、この限りで

ない。 

（現状変更の許可） 

第１８条 法第２２条第１項又は法第３１条第１項の

許可を受けようとする者は、鎌ケ谷市景観重要建造物

等現状変更許可申請書（別記第１７号様式）により、

市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、法第２２条第１項又は法第３１条第１項

の許可をしたときは、鎌ケ谷市景観重要建造物等現状

変更許可書（別記第１８号様式）により前項の申請を

した者に通知するものとする。 

３ 市長は、法第２２条第１項又は法第３１条第１項

の許可をしないこととしたときは、鎌ケ谷市景観重要

建造物等現状変更丌許可通知書（別記第１９号様式）

により第１項の申請をした者に通知するものとする。 

（指定の解除） 

第１９条 法第２７条第３項において準用する法第２

１条第１項の規定による通知及び法第３５条第３項に

おいて準用する法第３０条第１項の規定による通知は、

鎌ケ谷市景観重要建造物等指定解除通知書（別記第２

０号様式）により行うものとする。 

 

第６章 景観まちづくり活動 

（認定の申請） 

第２０条 条例第１８条第１項の規則に定める要件は、

次に掲げるものとする。 

（１） 活動内容が、景観形成基本計画に基づく良

好な景観の形成の推進に資することが期待できる

こと。 

（２） 規約、会則等を有していること。 

（３） 法令及び条例に違反する活動を行っていな

いこと。 

（４） 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害する

活動を行っていないこと。 

（５） 宗教的活動又は政治的活動を行っていない

こと。 

（６） 専ら営利を目的とした活動を行っていない

こと。 

２ 条例第１８条第２項の規定による認定の申請は、

鎌ケ谷市景観まちづくり活動団体認定申請書（別記第

２１号様式）に次に掲げる書類を添付して提出するも

のとする。 

（１） 規約、会則等 

（２） 代表者及び構成員の氏名及び住所を記載し

た書類 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が指定し

た書類 

（認定の通知） 

第２１条 市長は、条例第１８条第２項の規定による

景観まちづくり活動団体の認定の申請があったときは、

速やかにその適否を決定し、鎌ケ谷市景観まちづくり

活動団体認定通知書（別記第２２号様式）又は鎌ケ谷

市景観まちづくり活動団体丌認定通知書（別記第２３

号様式）により当該申請をした団体の代表者に通知す

るものとする。 

（変更の届出） 

第２２条 景観まちづくり活動団体の代表者、規約そ

の他の事項について変更があったときは、速やかに鎌

ケ谷市景観まちづくり活動団体変更届出書（別記第２

４号様式）により市長に届け出なければならない。 

（認定の取消し） 

第２３条 市長は、景観まちづくり活動団体が第２０

条第１項各号に掲げる要件のいずれかを欠くと認める

ときは、その認定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により景観まちづくり活動団

体の認定を取り消したときは、鎌ケ谷市景観まちづく

り活動団体認定取消通知書（別記第２５号様式）によ

り当該景観まちづくり活動団体の代表者に通知するも

のとする。 
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第７章 鎌ケ谷市景観アドバイザー 

（景観アドバイザー） 

第２４条 条例第２１条第１項に規定する鎌ケ谷市景

観アドバイザー（以下「景観アドバイザー」という。）

は、都市計画、建築、造園、土木、造形又は色彩に関

して専門的知識又は経験を有する者のうちから市長が

委嘱する。 

２ 景観アドバイザーの任期は、２年とし、再任を妨

げない。 

３ 景観アドバイザーは、次に掲げる事項に関し、技

術的及び専門的な助言等を行うものとする。 

（１） 条例第５条に規定する事前協議に関するこ

と。 

（２） 条例第６条に規定する助言又は指導に関す

ること。 

（３） 景観施策の推進に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要が

あると認める事項に関すること。 

４ 景観アドバイザーは、職務上知り得た情報及び内

容を他に漏らしてはならない。 

 

第８章 鎌ケ谷市景観審議会 

（景観審議会） 

第２５条 条例第２２条に規定する鎌ケ谷市景観審議

会（以下「景観審議会」という。）に、会長及び副会長

を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、景観審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事敀あるとき又

は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

５ 景観審議会の会議（以下「会議」という。）は、会

長が招集し、会長がその議長となる。 

６ 会議は、委員の半数以上の出席がなければこれを

開くことはできない。 

７ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可

否同数のときは議長の決するところによる。 

８ 景観審議会は、特に必要があると認めるときは、

会議に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴

くことができる。 

９ 会議は、公開を原則とする。ただし、会長が会議

を公開しないことが適当であると認めるときは、この

限りでない。 

１０ 第１項から前項までに定めるもののほか、審議

会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って

定める。 

１１ 審議会の庶務は、景観主管課において処理する。 

 

第９章 景観整備機構 

（景観整備機構の指定の申請） 

第２６条 法第９２条第１項の規定による申請は、鎌

ケ谷市景観整備機構指定申請書（別記第２６号様式）

に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

（１） 法第９３条に規定する業務（以下「業務」

という。）に関する計画書 

（２） 定款又はこれに類するもの 

（３） 登記事項証明書 

（４） 法人の組織及び沿革を記載した書類 

（５） 事業計画書 

（６） 収支予算書 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と

認める書類 

（景観整備機構の指定等） 

第２７条 法第９２条第１項に規定する業務を適正か

つ確実に行うことができると認められるものとは、次

の各号のいずれにも適合するものとする。 

（１） 法第９２条第１項の規定による指定をしたと

した場合、当該指定の日以後の予定業務の内容が本市

の景観行政の推進に資すると市長が認めること。 

（２） 法第９３条に規定する業務を的確かつ円滑に

行うために必要な業務執行体制及び経済的基礎を有す

ると市長が認めること。 

２ 市長は、法第９２条第１項の規定により景観整備

機構として指定したときは鎌ケ谷市景観整備機構指定

通知書（別記第２７号様式）により、指定しなかった

ときは鎌ケ谷市景観整備機構丌指定通知書（別記第２

８号様式）により同項の規定による申請をした者に通

知するものとする。 

（景観整備機構の変更の届出等） 

第２８条 法第９２条第３項の規定による届出は、鎌

ケ谷市景観整備機構名称等変更届出書（別記第２９号

様式）によるものとする。 

２ 景観整備機構は、鎌ケ谷市景観整備機構指定申請

書に記載した業務の内容を変更しようとするときは、

あらかじめ、その旨を鎌ケ谷市景観整備機構業務内容

変更届出書（別記第３０号様式）に第２６条各号に掲

げる書類（変更後の業務に係るものに限る。）を添えて、

市長に届け出なければならない。 

３ 景観整備機構は、その指定を辞退しようとすると

きは、あらかじめ、その旨を鎌ケ谷市景観整備機構指

定辞退届出書（別記第３１号様式）により市長に届け

出なければならない。 

（事業の報告） 

第２９条 景観整備機構は、法第９５条第１項の規定

により、毎事業年度の事業開始前に事業計画書及び事

業活動収支予算書を、毎事業年度の事業終了後速やか

に事業報告書及び事業活動収支決算書を市長に提出し、

業務に関する報告をしなければならない。 
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第１０章 雑則 

（公表の方法） 

第３０条 条例第１２条の規定による公表は、鎌ケ谷

市公告式条例（昭和 

２５年鎌ケ谷市条例第１３号）第３条に規定する掲示

場への掲示、広報かまがや及び本市のホームページへ

の掲載その他の方法により行うものとする。 

（委任） 

第３１条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

行為 
図書 

種類 明示すべき事項等 

建築物の建築等

及び工作物の建

設等 

付近見取図（縮尺が２，５

００分の１以上のものと

する。） 

敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示するもの 

 配置図（縮尺が１００分の

１以上のものとする。） 

１ 縮尺、方位、敷地の形状及び寸法並びに敷地境界線 

２ 行為の対象となる建築物又は工作物の位置 

３行為の対象となる建築物又は工作物の敷地及び隣接する建築

物又は工作物の敷地に接する道路の位置及び幅員 

４ 植栽樹木等の位置、樹種、樹高及び本数 

３ 擁壁、垣、柵、塀、ごみ置場等の位置、長さ、高さ、材料及

びマンセル値表示による色彩 

４ 照明の位置及び個数 

平面図（縮尺が１００分の

１以上のものとする。） 

縮尺、方位、間取り及び用途 

立面図（縮尺が５０分の１

以上のものとする。） 

１ 縮尺 

２ 主要部材の材料の種別及び仕上げの方法 

３ ４面以上のマンセル値表示による色彩（外構の立面図を含

む。） 

現況写真（２方向以上のカ

ラー写真とする。） 

敷地及び敷地の周辺の状況を撮影したもの 

その他 市長が必要と認める図書 

開発行為 位置図（縮尺が２，５００

分の１以上のものとす

る。） 

開発行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を表示す

るもの 

現況図（縮尺が２，５００

分の１以上のものとす

る。） 

１ 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）に規定

する図面に準じて作成すること 

２ 植栽計画がある場合は、植栽樹木等の位置、樹種、樹高及び

本数 

３ 外構施設がある場合は、土地利用計画図に垣、柵、塀、ごみ

置場等の位置、長さ、高さ、材料及びマンセル値表示による色彩

（擁壁の高さ、長さ、材料及びマンセル値表示による色彩は、造

成計画平面図及び造成計画断面図に記載すること。） 

４ 照明の位置及び個数 

土地利用計画図（縮尺が

１，０００分の１以上のも

のとする。） 

造成計画平面図（縮尺が

１，０００分の１以上のも

のとする。） 

造成計画断面図（縮尺が

１，０００分の１以上のも

のとする。） 

立面図（縮尺が５０分の１

以上のものとする。） 

１ 縮尺 

２ 主要部材の材料の種別及び仕上げの方法 

３ ４面以上のマンセル値表示による色彩（外構の立面図を含

む。） 

現況写真（２方向以上のカ

ラー写真とする。） 

敷地及び敷地の周辺の状況を撮影したもの 
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その他 市長が必要と認める図書 

木竹の伐採 付近見取図（縮尺が 

２，５００分の１以上のも

のとする。） 

木竹の伐採を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を表示

するもの 

配置図（縮尺が１００分の

１以上のものとする。） 

縮尺、伐採する木竹の位置、樹種、樹高及び本数 

現況写真（２方向以上のカ

ラー写真とする。） 

敷地及び敷地の周辺の状況を撮影したもの 

その他 ・市長が必要と認める図書 

屋外における土

石、廃棄物、再生

資源その他の物

件の堆積 

付近見取図（縮尺が 

２，５００分の１以上のも

のとする。） 

物件の堆積を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を表示

するもの 

配置図（縮尺が１００分の

１以上のものとする。） 

１ 縮尺 

２ 方位、敷地の形状及び寸法 

３ 物件の堆積を行う位置 

４ 修景の方法（遮へい物の位置、種類、構造、マンセル値表示

による色彩及び規模又は植栽樹木等の位置、樹種、樹高、本数等） 

５ 敷地に接する道路の位置及び幅員 

６ 隣接地との高低差 

現況写真（２方向以上のカ

ラー写真とする。） 

敷地及び敷地の周辺の状況を撮影したもの 

その他 市長が必要と認める図書 
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